
新たな子育て支援についての提言
国におかれては、子どもの育ち・子育て家庭を社会全体で支えるため、現在の子ども・子育て支援対策を再編成し、幼保一体化を含む、制度・財源・給付について、包括的・一元的な制度とする「子ども・子育て新システム」の構築に向けた検討など、様々な議論が進められている。

子どもは、次代を担う社会の宝であり、このような子どもたちが、多くの温かい人に支えられながら、豊かな心や夢を持って成長することが社会全体の願いである。
ついては、近畿ブロック知事会として、以下の点を重点的に提言するので、格別のご配慮をお願いする。
１　 国における子育て支援に関する制度の見直しにあたっては、地方と十分な協議を行い、意見を反映するとともに、準備期間を設けるなど、必要な措置を講じること。
２ 　国と地方の役割分担を明確にした上で、全国一律の現金給付は、国の責任において実施し、その全額を国が負担すること。また、保育サービスなど地域でニーズが異なる現物給付については、地方が、自らの責任と創意工夫で多様なサービスを提供できる仕組みとするとともに、これに必要かつ十分な財源を、恒久的・安定的なものとした上で、地方への税財源移譲等により措置すること。
３　 地域主権の観点から、義務付け・枠付けなどの問題点の改善を図るとともに、「子ども・子育て新システム」の構築にあたっては、地方の意見を反映した権限移譲などを実施すること。
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